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1 .  会社概要

2
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会社概要

創業95年のLPガス・石油製品の販売会社などを中心とするグループ企業

会 社 名 シナネンホールディングス株式会社 (東証プライム8132)

所 在 地 東京都港区三田3-5-27

代 表 者 代表取締役社長 山﨑正毅

資 本 金 156億3,000万円

創 業 1927年4月11日 創業 年

従 業 員 数 名（連結：臨時従業員含む）

グ ル ー プ 会 社 連結子会社 社、関連会社 13社

事 業 内 容
LPガス・石油・電気など様々なエネルギーの販売事業を中心に、
住まいと暮らしのサービスなどその他事業で構成される企業グループ

2022年3月31日現在

95

3,188

37
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非エネルギー事業

シナネンほか

B t o C事業 エネルギー卸・小売周辺事業 B t o B事業 エネルギーソリューション事業

ミライフ西日本、ミライフ、ミライフ東日本ほか

シナネンゼオミックシナネンモビリティPLUS

LPガス 家庭向け電力 石油 法人向け電力

4

グループ事業の全体像

エネルギー事業を柱に、3つのセグメントで事業を展開

ミノス

システム抗菌

タカラビルメンほか

建物維持管理

シナネンエコワーク

環境・リサイクルシェアサイクル自転車

シナネンサイクル
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沿革

時代の変化に合わせてエネルギー事業を軸に展開

煉炭・豆炭など

固形燃料の

日本最大のメーカー

として創業

石油・ガスを

取り扱う日本屈指の

総合燃料商社へ

システム事業や

建物維持管理事業

電力事業など

多角化を推進

脱炭素社会の

実現に向けた

新たな挑戦へ

2015年～2000年代～1950年代～1927年～
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第二次中期経営計画の概要

創業100周年
（2027年度）
に向けて

第二次中期経営計画の期間は2020年度～2022年度の

3か年とし、次の第三次中期経営計画（2023年度～）

での躍進に向けた基盤整備と位置付け

第一次

中期経営計画

2017年度
～2019年度 第二次

中期経営計画

2020年度
～2022年度

第三次

中期経営計画

2023年度～
2027年度

第三次中期経営計画

に向けた基盤整備
事業の選択と集中
資本効率化に着手

第三次中期経営計画での

更なる飛躍・躍進

© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd.



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd.

持続的成長を

実現する

投資の実行

社員の考え方・

慣習・行動様式

の変革

資本効率の

改善

持続的に「ROE 6.0％以上」
を生み出す事業構造の確立

7

基本方針：定量目標・定性目標

定量目標：資本効率を重視した目標設定

定性目標：第三次中期経営計画期間における躍進のための基礎固め
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2022年3月期 連結業績ハイライト

原油価格高騰による増収の一方、IT/人財関連投資等の強化により営業減益

売上高

構成比

営業利益

構成比

25.3%

68.4%

6.3%

57.3%31.6%

11.1%

売上高 2,893億円 前期比 +33.3%

営業利益 24億円 前期比 ▲15.5%

経常利益 32億円 前期比 +8.2%

ROE 4.7%

自己
資本比率 51.2%

格付
長期：A-

見通し：安定的
※日本格付研究所
（JCR）

堅実な経営基盤

■ BtoC事業 ■ BtoB事業 ■ 非エネルギー事業
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売上高・営業利益推移

競争が激化する中、収益は安定的に推移

2,740 

3,101 

2,813 

2,091 
2,182 

2,443 2,445 
2,370 
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原油価格以上の単価改善

温暖化傾向・省エネ機器の
普及に加え、競争激化

ドバイ推移売上高 営業利益

（単位 億円）
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2. 事業トピックス
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シェアサイクル事業



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd. 12

5年間の歩み

8月 シナネンサイクル㈱にて
シェアサイクルサービススタート

ダイチャリステーション
1,000か所を突破

シナネンモビリティPLUS㈱
設立

ダイチャリステーション
2,000か所を突破

2017/8月 2019/4月

2021/7月

コンビニエンスストアでの
展開開始 自転車導入台数：10,000台到達

ダイチャリ累計利用回数

1,000万回突破

累計ユーザー数
20万人突破

2018/11月

2020/7月 2022/1月

2019/9月 2022/2月
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5年間の歩み

ステーション数2,600か所以上、電動アシスト自転車10,000台以上

地域に根差したサービス展開にこだわり、各年150％以上のペースで拠点数を増加

5年間で2,600か所、自転車10,000台以上（全て電動アシスト自転車）と国内最大級の規模に成長

2,600
か所以上
ラック数 20,000個以上

ステーション数

10,000
台以上

電動アシスト自転車台数

※各年６月時点で集計

2018 2019 2020 2021 2022

2018 2019 2020 2021 2022
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K P I 推 移

ステーション数の増加等により売上高は順調に増加、運営効率化により収益も改善

22年4月の価格改定の効果も相まって通期黒字化に向け好調が継続

通期黒字化へ

利用者数推移 利用回数推移

5
8

11 12
15

19
22 22

31
35

42
39

20/3
1Q

20/3
2Q

20/3
3Q

20/3
4Q

21/3
1Q

21/3
2Q

21/3
3Q

21/3
4Q

22/3
1Q

22/3
2Q

22/3
3Q

22/3
4Q

23/3
1Q

23/3
2Q

単位：万 ＋57.3%

51 

18
33

46 51 59
86 96 88

130
151

175

153

215

20/3
1Q

20/3
2Q

20/3
3Q

20/3
4Q

21/3
1Q

21/3
2Q

21/3
3Q

21/3
4Q

22/3
1Q

22/3
2Q

22/3
3Q

22/3
4Q

23/3
1Q

23/3
2Q

単位：万 ＋42.4％

192 
56
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シェアサイクル市場規模推移・予測

※出典：モビリティ・インフラ＆サービス関連市場の将来展望2022 シェアサイクル、電動キックボード、シェアバイクのフロー（金額）より

モビリティサービス市場の市場予測

2030年には、シェアサイクルの市場規模は80億円近くに拡大

電動キックボード、シェアバイクと合わせて100億円近くの市場規模が予測

（単位：百万円）
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

シェアサイクル 電動キックボードシェア シェアバイク

2021年見込 2030年予測
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2030年のありたい姿

-NEXT MOBILITY PLUS 2030- モビリティで地域に応じたまちづくりに貢献する

Service

Mobility
Area

オープン（ダイチャリ）

クローズド

いつでもどこでも使えるオープン型シェアサイクル
として一都三県と大阪＋αのエリアで展開

独自のノウハウを基に地域の課題解決を実現する
クローズ型シェアサイクルサービスの提供

Original Cycle

シェアサイクル専用電動アシスト自転車をはじめ、
地域の課題に合わせた自転車の開発・導入

Other Mobility

電動キックボードや3輪車といった
他の近距離モビリティの活用

Other New Mobility

今後現れるであろう新たな近距離モビリティの活用

大都市

公共交通機関での移動を補完する
環境に優しい第三の交通インフラ

地方都市
コンパクト化・スマート化していく地方都市において

街づくりへの貢献による地域活性化、環境に優しい
交通インフラとしてのモビリティの提供、

サイクリングのような「移動が目的」となる価値の提供

観光地
サイクルツーリズムや観光地における近距離移動に

適した環境に優しいモビリティの提案による
環境復興への貢献
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2030年のありたい姿

2030年、一都三県におけるダイチャリ利用経験者 5％を目標

ダイチャリ利用経験者

5％
（目標値）

2 0 2 2年

ダイチャリ利用経験者

1％
（シェアサイクルユーザー調査：当社調べ）

2 0 3 0年
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グループシナジーを最大限に活用

シェアサイクル専用電動アシスト自転車を2022年度中に投入予定
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グループシナジーを最大限に活用

Point 3
バッテリー容量増加、約100キロ走行可能
バッテリーにUSBポートを実装予定。※

災害時にはスマートフォン充電等に活用可能

Point 2
少ない力で固定できるシート調整レバー

Point 1
快適な26インチ、
またがりやすいフレームデザイン

※常時利用はできません

ユーザーの声を反映させたシェアサイクル専用電動アシスト自転車

26インチの乗り心地はそのままに、またがりやすくスタイリッシュなフレームデザイン。

シナネンサイクル株式会社と共同開発。
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今後の事業戦略

シェアサイクルから短距離モビリティ全般ヘ取扱い領域拡大 エネルギーは再生可能エネルギーに転換

• 再生可能エネルギー本格導入
• チャージャー（自動充電ST）本格導入

• 再生可能エネルギー導入モデル構築
• チャージャー（自動充電ST）トライアル

• 実質再生可能エネルギー導入
• バッテリー手動交換

2021年 2022年 2023年～
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新たな取り組み
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新たな取り組み①：ソーラーシェアリング推進

ソーラーシェアリング（営農発電）に参入、ノータスソーラージャパン社と協業

2030年に、400haの農地に200MWの「ノータスソーラーシステム」の設置へ

発電事業者

開発コンサル契約
営農コンサル契約
保守管理契約

組成

EPC・
保守管理
連携

架台
供給

EPC契約

賃貸契約

農業連携契約

電力供給

組成

農地地権者

農業事業者

電力需要者
：自治体・
民間企業等
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新たな取り組み②：亜臨界水処理による水草の再資源化

大量繁茂する水草の循環活用につながる実証実験を開始

水草

パルプ
として活用

バイオ
エタノール
を生成

※本実証で使用する装置の写真ではありません

亜臨界水処理装置

亜臨界水反応により、
水草からセルロース分を抽出

SAF（航空燃料）

モウルド材
紙製の梱包材
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3. 業績ハイライト・配当方針

24
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23年3月期 第2四半期 業績ハイライト

22/3 2Q累計 23/3 2Q累計 YoY

実 績 実 績 （ 額 ） （ 率 ）

売上高 1,005.1 1,397.4 +392.2 +39.0%

売上総利益 149.3 150.1 +0.7 +0.5%

販管費 149.7 158.3 +8.5 +5.7%

営業利益 ▲0.4 ▲8.2 ▲7.7 －

営業外収益 4.5 4.8 +0.2 +5.7%

営業外費用 0.9 0.8 ▲0.0 ▲3.8％

経常利益 3.2 ▲4.2 ▲7.4 －

特別利益 2.8 23.5 ＋20.7 ＋739.8%

特別損失 1.6 4.4 ＋2.8 ＋170.9%

税引前利益 4.3 14.7 ＋10.4 ＋237.7%
親会社株主に帰属する

当期純利益 0.7 8.5 ＋7.7 －

（単位：億円）

LPガス・電力の悪化を

石油類でカバーし増益

1Q計上の固定資産売却

益に加えて、韓国大型

風力発電事業に関連する

のれん償却が影響

IT関連投資を含む支払

手数料や人件費の増加

に伴う販管費の増加に

より、営業損失
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営業利益推移（四半期毎）

507 

-351 
184 

2,114 

809 

159 

647 

1,320 

417 

-459 

644 

1,878 

-50 

-770 

20/3 21/3 22/3 23/3

※23/3下期数値は、22/3と同程度の傾斜で仮定（参考）

単位：百万円

※端数処理後の数値で算出

LPガス・石油の需要変動に伴い、下期（特に、第4四半期）偏重型

当期は、LPガスの価格改定時期・収益認識基準の影響でより顕著な傾向に



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd. 27

2023年3月期 通期業績予想

2022年3月期 2023年3月期 前期比

通期実績 通期予想 （額） （率）

売上高 2,893 3,100 +206 ＋7.1%

営業利益 24.8 25.0 +0.2 ＋0.8%

経常利益 32.7 28.0 ▲4.7 ▲14.4%

親会社株主に帰属する

当期純利益 24.8 29.0 +4.2 ＋16.6%

（単位：億円）

シェアサイクル事業の利益貢献や仕入価格上昇分の価格転嫁などで営業増益見込み
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営業利益増減要因

2022/3 2023/3

BtoB事業

▲3.3億円24.8億円 25.0億円

＋0.2億円（+0.8％）

BtoC事業

＋1.5億円

非エネルギー事業

＋6.7億円
その他・調整額

▲4.7億円

うち
DX投資（含む人件費）

▲2.4億円

人材投資

▲1.0億円

うち
シェア

サイクル事業

＋4.5億円

シェアサイクル事業の収益化に加え、DX関連投資による調整額の減少などが影響



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd.

43% 50%

32%

51%

27%
30% 33% 28%

29

株主還元・配当方針

配当性向30％以上を目安に安定配当

（注）2016年10月1日に普通株式5株を1株に株式併合。それ以前の数値については株式併合後の基準で換算。

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期（予想）

75円 75円75円 75円 75円

創業90周年記念配当25円を含む。

100円

75円

1株当たり年間配当 配当性向

75円
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4. ESGの取り組み

30
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ESGの取り組み（環境）

今後、マテリアリティの特定を含め、取り組みを加速

推進体制

取締役会

サステナビリティ推進委員会 委員長：代表取締役社長

5月23日 6月22日

 サステナビリティ基本方針を策定

 サステナビリティ推進委員会を設置

 TCFD提言への賛同表明

 TCFDコンソーシアムへの参画

HD本社／事業会社
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• 「いつもありがとう」
作文コンクールの開催

• ファミリー向け体験型
イベントへの出展

• キャリア教育・環境教育の実施

• 「子供地球基金」への参加

• 農福連携への協力

• シナネンあかりの森プロジェクト

• 地域清掃活動の実施・参加

• 女性活躍推進行動計画の更新

• キャリア採用強化

• シニア社員の活躍推進

• 障がい者雇用への取り組み

• LGBTQへの理解促進

• 健康経営の推進

• 研修充実（自己啓発型研修拡充等）

• 組織風土調査の実施

• 外部登用・ジェンダーレスな登用
を可能にする新人事制度の運用

• 保安に関するコミットメント

• 法定点検の早期実施

• CO中毒事故撲滅運動の実施

次世代人材 社会貢献 地域振興

ダイバーシティ 従業員 保安防災

32

ESGの取り組み（社会）

地域社会・従業員・ユーザー様など各ステークホルダーに向けた取り組みを実施
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ESGの取り組み（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス強化の取り組みを推進

2015 持株会社体制に 移 行

2016

監査等委員会設置会社に 移 行

取 締 役 会実効性評価の 開 始

社 外 取 締 役 3名選任

2017
任 意 の指名委員会の 設 置

社外取締役比率5 0％に

2018 サクセッションプラン（後継者計画）の 開 始

2019 グ ル ー プ の内部監査機能を集約

2020 任 意 の指名・報酬委員会へ 改 組

2021 譲渡制限付株式報酬制度の 導 入



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd. 34

SDGsへの取り組み

・農福連携への協力を通じた障がい者の雇用支援と地域社会への貢献

・「子供地球基金」への協賛による、子どもたちの成長支援と国際貢献

・各世代の状況に合わせた次世代人材の育成支援

・地球環境や再生可能エネルギーに関する啓発活動を通じ、SDGsへの理解を促進

・シェアサイクル事業を推進し、健康で環境に優しい移動手段を構築

・安心・安全な施設維持・運営を提供する建物維持管理事業の拡大

・風土改革、働き方改革、人財育成を三位一体で推進

・多様な再生可能エネルギー事業を推進し、脱炭素社会の実現に貢献

・地球環境に優しいエネルギーの供給を手段とし、

お客様の快適な住まいと暮らしを実現することを目的とする企業グループへ
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企業理念

エネルギーと住まいと暮らしのサービスで

地域すべてのお客様の快適な生活に貢献する

ミッション

バリュー ３つの礎

信義
社 会 的 責 任 の

実 践

進取
新 た な 価 値 の

創 造

楽業
こ こ ろ 豊 か な

行 動
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代表取締役社長 山﨑正毅

業界では異色の外資系出身 生年月日 1955年1月19日生

出身地 東京都

最終学歴 1979/03 横浜市立大学 商学部 卒業

経歴

1979/04

1996/01

2001/01

2004/04

2012/12

2016/06

2018/06

2019/06

AIU保険会社入社

Walt Disney Enterprises, Japan入社

（現Walt Disney Company, Japan）

Finance Director

Electronic Arts, Japan入社

CFO, Vice President

Vale Japan株式会社入社

取締役財務・経営管理担当

同社 代表取締役副社長

当社 社外取締役（常勤監査等委員）

当社 代表取締役副社長 企画担当役員

当社 代表取締役社長に就任(現在）

資格 米国公認会計士、CFP

趣味 ゴルフ、ギター
代表取締役社長 山﨑正毅



© 2022 Sinanen Holdings Co., Ltd. 38

主 要 子 会 社 紹 介

主 要 子 会 社 事 業 領 域 事 業 内 容

エネルギー

卸・小売周辺事業

(BtoC事業)

石油 / LPガス
卸小売・電力

近畿/中部/北陸エリアで石油・LPガスの
卸小売事業やリフォーム・住宅設備サービス提供
関東エリアで展開、水回りリフォーム専門店も
北海道・東北エリアで展開

エネルギー

ソリューション事業

(BtoB事業)

石油類卸売
電力卸売
省エネ等

国内事業者に対し、石油/LPガス/電力の卸小売事業やエネ
ルギーコスト削減コンサルティングサービスを提供
海外の再生可能エネルギー事業も

非エネルギー

事業

自転車製造・小売
関東/東北エリアで小売店「ダイシャリン」を展開
企画・製造から専門店やHC等への卸売りも

シェアサイクル
首都圏を中心に自治体、CVS、不動産会社等と連携し、
シェアサイクル事業を展開

廃棄物処理
リサイクル

関東の事業者に対し、廃棄物処理・リサイクル後
(木質チップ精製)電力・熱のバイオマス燃料を製造・販売

化学
日米欧アジアの事業者に対し、
銀系無機抗菌剤Zeomicの製造・販売サービスを提供

ITシステム
国内LPガス/電力小売事業を営む事業者に対し、
顧客管理システムを提供

建物維持・管理
関東/東海エリアでビル・病院・斎場・集合住宅等の維持・管理・
運営・清掃・各種工事サービスを提供
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主力のBtoC/BtoB事業（石油・LPガス・電力の卸小売）が収益・資産の大半を占める

従業員比は、建物維持管理事業で臨時社員が多いため、非エネルギー事業の配分が大きい

39

セ グ メ ン ト 別 収 益 及 び 資 源 配 分 ： 2 0 2 2 年 3 月 期

単位：億円

25.3%

（731）

68.4%

（1,977）

6.3%（180）

37.4％
（364）

48.7%

（474）

13.9%（135）

57.3%

（10.3）

31.6%

（5.7）

11.1％（2.0）

36.0%

（1,106名）

11.6%
（355名）

52.4%

（1,611名）

営業利益 資産売上高 従業員数

※ 売上高・営業利益は調整額は考慮せず ※ 従業員数=従業員数+平均臨時従業員数

BtoC事業

BtoB事業

非エネ事業
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大株主の状況 株主構成

40

株 主 の 状 況 （2022年9月30日現在）

株主名
所有株式数

（株）
持株比率
（％）

株式会社UHPartners2 1,067,900 9.76

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

861,200 7.87

株式会社UHPartners3 818,200 7.48

光通信株式会社 811,900 7.42

コスモ石油マーケティング株式会社 789,105 7.21

明治安田生命保険相互会社 672,000 6.14

出光興産株式会社 473,808 4.33

シナネングループ取引先持株会 448,616 4.10

リンナイ株式会社 374,419 3.42

株式会社麻生塾 260,000 2.37

個人・その他

17.0%

金融機関

17.6%

その他国内法人

43.0%

外国人

6.2%

自己名義株式

16.2%
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コア事業である国内LPガス事業者において国内No.3

41

コア事業（国内LPガス事業）の業界ポジション

2 0 2 0年度 国内L Pガス流通事業者販売量ランキング

285,000

295,686

311,105

311,495

315,160

330,000

390,000

418,459

479,094

500,000

1,400,000

三愛石油株式会社

東京ガスエネルギー株式会社

日本瓦斯株式会社

株式会社サイサン

株式会社TOKAI

大陽日酸株式会社

株式会社ミツウロコヴェッセル

東邦液化ガス株式会社

当社

伊藤忠エネクス株式会社

岩谷産業株式会社

（単位：t）

国内 No.3

出所：株式会社石油化学新聞社発行「2022年版 LPガス資料年報」より
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株価推移（2021年1月4日～）

直近の株価は堅調に推移

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2021/1/4 2021/4/4 2021/7/4 2021/10/4 2022/1/4 2022/4/4 2022/7/4 2022/10/4

出来高 シナネン株価 日経平均

（騰落イメージ）※

（株）（円）
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